
①失われた人体機能を再生する医療の実現（H22年度施策：新規0件、継続4件） （単位: 百万円）

施策名 所管 概算要求額 H21年度予算額 備考
再生医療の実現化プロジェクト 文科 2,800 2,650 (4,324)

食品医薬品等リスク分析研究（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究） 厚労 151 133

再生医療実用化研究事業 厚労 640 540

再生医療評価研究開発事業 経産 447 H21年度終了施策

基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発 経産 2,550の内数 487 (128)

小計 3,591 4,257

②きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるとともに災害対応に役立つ情報通信システムの構築（H22年度施策：新規0件、継続12件）

施策名 所管 概算要求額 H21年度予算額 備考
「防災見える化」の推進 内府 70 72

防災情報共有プラットフォーム 内府 720の内数 200

防災関連情報基盤の構築によるハザードマップ普及推進 内府 12 12

災害情報通信システムの研究開発等 総務 180 458 電波利用共益費

消防防災分野におけるICT活用のための連携推進事業 総務 17 17

災害リスク情報プラットフォーム 文科 580 1,136

地震・津波観測監視システム 文科 1,510 1,274

次世代地震・津波観測監視システムの開発（うち、地震・津波モニタリングシステム高度化） 文科 30 H21年度終了施策

次世代地震・津波観測監視システムの開発のための予備的研究 文科 10 10 施策名称変更

リアルタイム地震情報システムの高度化に関する研究開発 -特定活断層地震瞬時速報- 文科 43 43

光ファイバの高度利用や多様な通信インフラの連携による防災情報通信基盤の構築 国交 11 8

洪水予測の高精度化/リアルタイムハザードマップの開発 国交 - - 河川事業費

蓄積された災害情報の活用 国交 0 H21年度終了施策

災害情報共有システム（DISS）の開発と活用 国交 35の内数 35の内数 国土地理院　電子国土推進経費

小計 2,433 3,260

③情報通信技術を用いた安全で効率的な道路交通システムの実現（H22年度施策：新規2件、継続4件）

施策名 所管 概算要求額 H21年度予算額 備考
安全運転支援システムの事故削減効果の分析に係る調査 内官 23 H21年度終了施策

高度道路交通システムによる環境指向モデル事業の実施 警察 297 266

低炭素社会の実現に向けたITS情報通信システムの調査および実証 総務 150 新規施策

安全運転支援情報通通信システム実用化のための調査及び実証 総務 142 H21年度終了施策

エネルギーITS推進事業 経産 976 1,085

地域交通、物流の革新を促す新たな低炭素実用車両の開発促進 国交 60 新規施策

ITSによる安全で効率的な道路交通システムの開発・実用化・普及の促進 国交 - - 道路事業費

先進安全自動車（ASV）プロジェクトの推進 国交 150 99

小計 1,633 1,615

社会還元加速プロジェクトに係る施策一覧
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社会還元加速プロジェクトに係る施策一覧

④高齢者・有病者・障害者への先進的な在宅医療・介護の実現（H22年度施策：新規0件、継続5件） （単位: 百万円）

施策名 所管 概算要求額 H21年度予算額 備考
長寿・障害総合研究（障害者自立支援総合研究（仮称）の一部） 厚労 60 60

長寿・障害総合研究（認知症対策総合研究の一部） 厚労 346 280

少子高齢社会におけるサービスロボットの用途拡大、実用化促進および社会的受容性の醸成（①②及び③)

①生活支援ロボット実用化プロジェクト 経産 1,525 1,600

②基盤ロボット技術活用型ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ促進プロジェクト（在宅支援関連ﾛﾎﾞｯﾄｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ） 経産 99 100

③戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト（在宅支援関連戦略的先端ロボット技術開発） 経産 494 756

小計 2,524 2,796

⑤環境・エネルギー問題等の解決に貢献するバイオマス資源の総合利活用（H22年度施策：新規1件、継続7件）

施策名 所管 概算要求額 H21年度予算額 備考
化学物質の火災暴発防止と消火に関する研究 総務 40 43

地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発 農水 1,614 1,414 (550)

戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業 経産 570 新規施策

新エネルギー技術研究開発（バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発） 経産 3,458 3,640

バイオ技術活用型二酸化炭素大規模固定化技術開発 経産 75 77

セルロース系エタノール生産拡大モデル実証実験事業 経産 1,900 776

地域におけるバイオマス等の資源・エネルギー循環 国交 - - 下水道事業費

地球温暖化対策技術開発事業 環境 5,071の内数 3,805の内数 温暖化対策費

小計 7,657 5,950

⑥言語の壁を乗り越える音声コミュニケーション技術の実現（H22年度施策：新規0件、継続1件）

施策名 所管 概算要求額 H21年度予算額 備考
自動音声翻訳技術の研究開発 総務 668 675

地域の観光振興に貢献する自動音声翻訳技術の実証実験 総務 (985) H21年度修了施策

小計 668 675

総計 18,505 18,553 （単位: 百万円）

（補正） 5,987
※現時点で額が確定できないもの（表中の「－」等）については0として計上。
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○ロードマップに沿って、文部科学省、経済
産業省、厚生労働省が、連携を図りなが
ら、再生医療の実用化段階に近い研究課
題に焦点を絞って、研究を実施しているお
り、概ね順調に進んでいるが、更に連携を
とりながら、優先して実施すべき事業であ
る。
（本庶佑議員）

文部科学省、厚生労働省、経済産業省関係府省 概算要求額 前年度予算額3,591百万円　 4,257(4,452)百万円

優先

○「再生医療の実現化プロジェクト」
については、課題毎の予算額の整
理が必要。
○「基礎研究から臨床研究への橋
渡し促進技術開発」については、公
募をはじめて、９月にならないと決
定できないというのは遅すぎる。改
善が必要。（本庶佑議員）

○研究の進捗状況（特に実用化への目処、iPSの
標準化）をもっと明確に示して欲しい。
○海外と日本の技術進捗状況の差を把握すべき。
○臨床研究指針のあり方は厚生労働省が主体と
なって進めるべき。
○産業化に進めるため、及び臨床研究指針のエビ
デンスを効率的に得るため、省庁間の連携が欠か
せない。連絡会議ができたのことなので、期待す
る。
○産業化に向けて視点を定め、具体的な方法・計
画をしっかり立てる必要がある。
○産業化にあたり、起業した企業及び成功/失敗し
た企業の割合を把握しておくべき。
○品質保証技術開発を進めるべき。
○正確な情報提供をしかるべきタイミングですべ
き。
○膨大な予算に見合う結果を出す必要があり、覚
悟を決めて進めて欲しい。

　本プロジェクトのロードマップに従い、再生医療の個々のシーズ研究については、文部科学省は基礎研究分野を中心に、経済産業省は基礎研究分野から臨床研究に結びつくような
橋渡し研究の支援を中心に、厚生労働省は臨床応用に近い部分の研究を中心に、各省間の連携を図りつつ、ロードマップ実現に必要な実施体制を整備している。
　現在までに、例えば、ヒトiPS細胞等を活用した再生医療の実現に向けた拠点整備、実証研究段階に近い研究課題が実施されるなど、実証研究の実施に向けた取組みや評価・管理
技術の構築に向けた取組みが行われている。平成21年度においては、iPS細胞等研究を加速するため、細胞の標準化、細胞誘導の技術講習会、培養トレーニングプログラムの実施、
疾患特異的iPS細胞の樹立・提供など研究の基盤となる「iPS細胞技術プラットフォーム」を構築するとともに、知財戦略及び知財の管理・活用体制の強化をおこなった。また、心筋再生
の分野において、「ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針」に基づいた臨床研究が開始され、安全性と有効性の確認が進んでいるなど順調な進捗が見られている。
　また、システム改革として、細胞・組織製品の品質・安全性評価基準を策定するなど、厚生労働省がレギュラトリーサイエンス研究及びその周辺研究を進めており、現在、幹細胞由来
製品の品質・安全性確保のための指針等の検討を行っている。さらに、文部科学省において、「ヒトES細胞の樹立及び使用に関する指針」を見直し、改正後の指針（「ヒトES細胞の樹立
及び分配に関する指針」及び「ヒトES細胞の使用に関する指針」）を平成21年8月に施行し、特にヒトＥＳ細胞の「使用」研究について、これまで国が行っていた研究計画（使用計画）の事
前確認を届出で良いこととするなど、各種手続の緩和が行われた。

優先度判定
見解
（原
案）

見解
（最終
決定）

ヒアリング時における有識者コメ
ント（有識者議員名）

改善・見直し指摘内容（最終決
定）

ヒアリング時における外部専門家コメント（匿
名）

改善・見直し指摘内容（原案）

プロジェクト名：失われた人体機能を再生する医療の実現

プロジェクト概要

進捗状況

　失われた組織・器官・機能等を、細胞・組織等を移植等することで回復させる再生医療を、日本において諸外国に先駆けて実現するため、再生医療研究のうち、実用化段階に近い領
域については、５年以内（2012年度まで）のなるべく早期に臨床研究から実用化（商品化、高度医療により、実際の臨床に供される状況。）にいたることを目指す。その他の領域につい
ても、５年以内にこれらの研究シーズの多くが、臨床研究を実施出来る段階（前臨床試験の終了）又は臨床研究実施段階にまで進めるようにして、より多くの研究シーズの有効性を実
証することを目指す。
　これとともに、システム改革として、レギュラトリーサイエンス研究及びその周辺研究を進めて、その成果により、臨床研究を実施する際に必要なガイドライン・指針等の整備を進める。
また、iPS細胞等に係る知的財産戦略及び管理・活用体制強化についても、今後進めていく予定である。
　これらにより、外傷・疾病等で失われた人体機能を再生する医療の実用化を加速する。
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個別施策一覧 （単位：百万円）

新規 継続

再生医療の実現化プロジェクト ○ 文部科学省 2,800
2,650

(4,324)

　脊髄損傷、心筋梗塞、糖尿病等の難病・生活習慣病に対し、これまでの医療を根本的に変
革する可能性のある細胞移植・細胞治療等による再生医療の実現化に加えて、iPS細胞等を
用いた応用基盤の構築を目指す。
【要求額の内訳】
○ヒトiPS細胞等研究拠点整備事業及び個別研究事業等：2,164百万円
○前臨床研究（サル等を用いた安全性・有効性の研究）加速のための研究拡充：160百万円
○難病研究等のためにｉＰＳ細胞を提供する基盤（iPS細胞バンク）整備：430百万円
○その他事務費等：46百万円

食品医薬品等リスク分析研究（医
薬品・医療機器等レギュラトリー
サイエンス総合研究）

○ 厚生労働省 151 133

　再生医学、ファーマコゲノミクス等、新たな知見に基づく評価も含め、医薬品や医療機器等
の安全性、有効性及び品質の評価などを政策的に実行するために必要な規制（レギュレー
ション）を整備するための研究、特に、細胞・組織利用製品の安全性評価基準、ガイドラインの
策定などを行う。

再生医療実用化研究事業 ○ 厚生労働省 640 540

　実用化段階に近い「組織構築型心筋再生による重症心不全治療」を臨床研究として実施に
移すべく、前臨床試験、非臨床試験に加え、プロトコールの作成を中心とした研究整備を行
う。
【要求額の内訳】
１課題あたりの直接研究費の額：30百万円～50百万円
（若手育成型は、１課題あたり5百万円）
　・間接経費：直接研究費の額の30％を限度に交付
採択予定課題数：8程度(うち若手育成型：4程度)

基礎研究から臨床研究への橋渡
し促進技術開発

○ 経済産業省 2,550の内数
487

(128)

　現場のニーズを掘り起こし多様な技術分野の研究成果を円滑に医療現場に届け、患者のＱ
ＯＬや医療従事者の負担軽減に資する技術の汎用化を実現する新たな医療技術・システムを
開発する。再生医療、創薬、医療機器、診断技術の分野で、ベンチャー等民間企業と臨床研
究機関が連携して技術開発を行う。
　また、本施策は、「平成22年度健康研究概算要求方針」にも示されている施策でもあり、関
係府省が合同で予算編成に取り組むこととしている。
【要求額の内訳】
事業費：2,499
研究開発管理費 ： 51

平成21年度終了の施策一覧 （単位：百万円）

所管 施策の概要及び当該プロジェクトでの位置付け

経済産業省
再生医療の効率的な実用化を図るため、細胞組織や再生臓器そのものの培養技術の開発と
ともに、培養プロセスを評価しながら適切に管理する技術を開発する。具体的には（１）再生評
価技術開発、（２）心筋再生治療研究開発を行う。

H21年度予算 施策の概要及び当該プロジェクトでの位置付け

再生医療評価研究開発事業

概算
要求額

施策名

施策名
登録区分

所管

平成21年度予算額

447
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　タスクフォースで策定されたロードマップに従い、「収集」、「共有・分析」、「伝達」として整理された災害情報に関する取組みを関係府省庁の連携の下、以下のように推進している。
　「情報の収集」については地震・津波に関して、国土交通省は平成20年度までに東海・東南海地震の想定震源域へのケーブル式常時海底地震観測システムの整備を完了した。文部科学省は
平成21年度中の東南海地震の想定震源域へのリアルタイム観測可能な高密度海底ネットワークシステムの一部敷設及び試験運用の開始を予定しており、また、平成21年度から活断層直近の
観測に耐えうる地震計の開発を開始する等、地震・津波観測の高精度化を進めた。また、気象予測に関して、総務省は平成20年度から突発的で局所的な気象災害の予測のための高速・高分
解能で立体的な観測を可能とする次世代ドップラーレーダ技術の研究開発を開始し、平成21年度までに予備設計、性能評価、アンテナ素子開発を完了する等、気象観測の迅速化・高精度化を
進めており、消防庁は平成21年度までに火災感知器をノードとしたセンサ網を試作する等、消防活動を支援する情報の自動収集による効率化に関する研究開発を進めている。
　「情報の共有・分析」については、内閣府（防災担当）は平成21年度までに災害リスク情報のデータ規格の策定や防災情報共有プラットフォームの機能の向上、関係機関との情報の共有化を進
めるとともに、中央防災会議等における被害想定資料等の分析を実施し、防災行動や災害対応への貢献を図った。文部科学省は平成21年度までに人的・建物等の災害リスクを評価するシステ
ムの研究開発、利用者別に災害リスク情報を活用するためのシステムの研究開発、災害情報のデータベース研究開発を行う等、分かりやすい災害情報の提供を図った。国土交通省は平成21
年までに実際の河川データに基づくリアルタイム氾濫予測により、住民の迅速で的確な避難を可能とするハザードマップの開発を進め、洪水予測の高精度化を進めた。
　「情報の伝達」について、総務省は平成21年度までに災害関係機関での相互運用が可能な共用利用型のブロードバンド移動通信システムの実現に向け、電波に係る政策面の調査検討を実
施するとともに、無線アクセス系を含めネットワーク系の試験機器等の開発・試験・評価を実施し、自治体、消防、警察等の平常時・災害時を問わない情報の交換・共有化を進めた。国土交通省
は平成21年度までに防災情報通信ネットワークのIP化を進めるとともに、ネットワークの運用技術及び災害時の施設運用支援の効率化に関する検討を実施した。

プロジェクト名：きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるとともに災害対応に役立つ情報通信システムの開発

プロジェクト概要

進捗状況

　我が国では、地震、津波・高潮、火山噴火、豪雨・土砂崩れ・洪水、台風、豪雪・雪崩等の発生など自然災害の発生が常に危惧される状況にあり、災害時に国民が危険を回避するために適切
な情報を提供することが「安全・安心な社会」の構築に不可欠である。これまで、各府省、自治体、関係機関などがそれぞれの目的で、災害に関する情報を収集・管理、利活用しており、こうした
情報を一層充実し、互いに連携して適切に情報を流通させることにより、国民一人ひとりや、さまざまな組織による防災活動や災害対応に役立つ、わかりやすい情報を提供できることが期待され
ている。そこで本プロジェクトでは以下の実現を目的とする。①(1)様々な機関等が保有する災害に関する情報を、ＧＩＳ（地理情報システム）を活用して地図上にわかりやすく統合して見ることがで
きる情報プラットフォームを構築する。(2)過去の被災経験に基づく知見やリスク評価に活用できる情報、最新の観測技術等を活用して収集した観測情報を円滑に流通させる。(3)関係機関等に情
報を広く提供することにより、関係者の防災意識の向上と災害への適確な備えを促進する。②(1)発災時には、当該情報プラットフォームにおいて、ライフラインや各種インフラ、交通等に係る情
報を連携させることにより、関係機関がこれらの情報を利用して、円滑に対応できることを支援する。(2)特に国民の安全確保に直結する情報については、様々なメディアを通じて危険回避のため
の情報提供を行い、人命の安全確保を図る。③(1)５年以内を目途に、先ずは防災モデルとなる地域を設定し、当該地域において危惧される災害を対象とした地方自治体等の防災訓練に利用す
るなどの実証研究を行う。(2)その後は、ＰＤＣＡを回して、当該地域での取組を高度化させるともに、対象を全国に広げ、平素から災害情報を継続的に提供する。

3,260百万円内閣府、総務省、文部科学省、国土交通省、他関係府省 概算要求額 前年度予算額2,433百万円
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○国民の安全に直接関わり社会的な期待
も大きい分野の施策であり、個別の課題を
整理、解決しつつ目標年度内の実証実験
完全実施にむけ作業を加速するなど、本施
策は優先して実施すべきである。
○災害情報の内容、分析、共有化に関わ
る関連技術の開発を進めるとともに、組織
毎のバラバラな災害対応や意思決定の遅
れなどの要因となる、制度、組織、情報流
通面の問題点を顕在化し、官民・省庁連携
や地域間協力を促進する制度改善等での
社会システム改革をあわせて検討、推進す
るべきである。
○技術面等の開発と同時にモデル都市の
年度内選定に向け手続きを進め、次年度よ
り具体的な実証実験の準備を始められるよ
う加速すべきである。
（奥村直樹議員）

優先

○各府省はそれぞれの目標に向けて施策を
着実に進めているものの、データ形式などシ
ステム仕様に関しては災害情報の統合化が
積極的に推進されているとは言えず、検討を
行う体制づくりを出来るだけ早期に構築する
など、更なる連携が必要である。（奥村直樹議
員）
○開発したシステムが国民や自治体への一
方的な押し付けとならず、適時適切な判断・
意思決定を支援するよう、開発段階から国民
や首長の意見を反映させる工夫を行うととも
に、自治体の危機管理における社会制度の
改革も視野に入れた取組を行うことが必要。
（奥村直樹議員）
○先端技術の研究開発や防災への応用・利
用は喫緊の課題であるものの、システムの精
度向上に伴う費用対効果や、各種観測・予測
システムにおける実際の運用機関への導入
計画などをしっかりと検討しておくことも重要。
（奥村直樹議員）
○個々の自治体の能力を超えた被災など、
大災害時の対応には組織間の連携や協力が
重要となるため、災害情報の共有プラット
フォームの開発のみならず、組織間の壁を越
えて社会システムの改革を検討することが必
要。（奥村直樹議員）
○実証実験においては、過去に甚大な災害
の対応を経験した自治体や住民等の経験・知
見を反映させ、災害のフェーズ毎に判断・意
思決定を支援できるよう実際の災害を想定で
きるモデル都市を選定する必要がある。（奥
村直樹議員）

○情報共有については、早い段階で情報のフォー
マットと交換プロトコルを決め、情報の統合を図る
べき。
○防災力の向上には、住民や自治体のニーズを
適切に反映した情報システムの構築が不可欠であ
るが、現状のシステムでは、十分反映されたもの
になっていない。人間のリスク認知過程や情報処
理の検討が不十分であるからである。さらに、受け
取った場合でも適切な減災対応を実施できる体制
が整っていない。
○一般住民の個人情報の収集・共有において、セ
キュリティーや信頼度の確保に課題がある。
○実証実験が核となり、災害後の対応にまで範囲
が広げられていることは評価できるものの、事前の
情報を事後の対応にも使えるよう仕組を整理する
必要がある。
○マルチハザードマップを作り、実証実験を通した
PDCAサイクルにより、必要な情報を総合的に表現
できるシステム構築が必要。
○事前～事後の各フェーズの業務分析をした上
で、個々のアクションに対してどういう情報が要る
かということを精査する必要がある。
○社会の高齢化は急速に進み、最先端の技術開
発だけでなく、その技術をきちんと使いこなせるよ
う、地域社会の現状にも配慮した取組が必要。
○府省庁の幾つかの情報プラットフォームがある
が、国民であるユーザ側が混乱しないような統合
なり連携が必要。
○府省の４つの情報共有システムがうまく連携す
ることが未だ大きな課題。
○どんな情報を集めてどう判断すべきなのかとい
う観点から、防災情報の共有や利用のあり方を検
討することが必要。

優先度判定

見解
（原
案）

見解
（最終
決定）

ヒアリング時における有識者コメント（有
識者議員名）

改善・見直し指摘内容（最終決
定）

ヒアリング時における外部専門家コメント（匿
名）

改善・見直し指摘内容（原案）
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個別施策一覧 （単位：百万円）

新規 継続

「防災見える化」の推進 ○ 内閣府 70 72

　自然災害のリスクに関する情報や災害発生時のロジスティクス等の情報等、誰もが共有で
きる環境作りを目的とした「防災見える化」を推進するため、「災害分野における地理空間情
報の利活用推進のための基盤整備ワーキンググループ」を開催し、産学官で意見交換を行
い、災害リスク情報・発災後の被害等の情報に関するデータ・メタデータの共通規格の素案の
作成や、それらの情報の所在を検索し容易に入手することを可能にするための「ポータルサイ
ト」の仕様の検討等を行う。

防災情報共有プラットホーム（総
合防災情報システムに統合）

○ 内閣府 （720の内数） 200
　関係機関との連携を進めるとともに、防災情報共有プラットフォームの機能向上を図り、防災
情報の共有化を推進する。

防災関連情報基盤の構築による
ハザードマップ普及促進

○ 内閣府 12 12
　平成21年度に引き続き、中央防災会議や都道府県等における地震被害想定を基に、データ
構造の分析を行い、地震被害想定のデータ仕様の試案を作成し、防災行動や災害対応に役
立つコンテンツの開発と提供に貢献する。

災害情報通信システムの研究開
発等

○ 総務省 180 458

　きめ細かいリアルタイム監視・予測に必要となる次世代ドップラーレーダーの基本設計、地
表面クラッタ除去技術の開発、レーダーシステム開発を行うとともに、被災現場等における災
害関係機関のためのブロードバンド移動通信システムについて過去３年実施してきた調査検
討を踏まえ、技術基準に関する制度整備を行う。

消防防災分野におけるICT活用
のための連携推進事業

○ 総務省 17 17
　平成21年度までに開発したセンサーネットワークシステムの機能拡張と、災害時要援護者の
見守りを想定した機能実証のためのフィールド実験を実施する。

災害リスク情報プラットフォーム ○ 文部科学省 580 1,136

　各種災害情報等の集約、災害リスクの評価、わかりやすい形での提供により、国の防災対
策や地域・一般住民の防災力の向上を図るため、平成22年度は、これまで地震災害を中心に
進めてきた関係情報の集約を、その他の各種災害（地すべり、風水害、火山等）についても拡
張し、リスク評価についての研究開発及び情報を提供するためのシステム開発とともに、それ
らの実証実験に向けた検討を進める。
【内訳】
・災害関連情報収集及びデータ整理等：100百万円
・災害ハザード・リスク評価システムの研究開発：457百万円
・利用者別災害リスク情報活用システムの研究開発：23百万円

地震・津波観測監視システム ○ 文部科学省 1,510 1,274

　東南海・南海地震の地震発生予測精度の向上とともに、地震・津波発生時の正確かつ迅速
な情報の提供を図るため、平成21年度までの第Ⅰ期においては、地震計・津波計等の各種観
測機器を組み込んだマルチセンサーを備えた、リアルタイム観測可能な高密度海底ネットワー
クシステムを東南海地震の想定震源域に整備し、平成22年度からの第Ⅱ期では、東南海地
震と連動して発生する可能性が高いとされる南海地震の想定震源域の整備を開始する。
【内訳】
・海底ネットワークシステムの開発：1,366百万円（基幹ケーブル、観測装置の製作等）
・海底ネットワークシステムの運用：143百万円（ケーブルメンテナンス、取得データの解析等）

H21年度予算 施策の概要及び当該プロジェクトでの位置付け
概算

要求額
施策名

登録区分
所管
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新規 継続
H21年度予算 施策の概要及び当該プロジェクトでの位置付け

概算
要求額

施策名
登録区分

所管

次世代地震・津波観測監視シス
テムのための予備的研究

○ 文部科学省 10 10

　地震・津波観測監視システムの開発の一環として、観測データの円滑な流通に不可欠な要
素技術であるリアルタイム通信技術高度化のための研究開発を行う。平成22年度は、南海地
震想定震源域におけるリアルタイム地震・津波観測システムの模擬的な環境下における通信
の高速化・安定化に関する研究を行う。
・リアルタイム通信の高度化の技術開発の検討：10百万円

リアルタイム地震情報システムの
高度化に関する研究開発

○ 文部科学省 43 43

　地震による被害の軽減を図るため、観測技術、データ利用技術に関しての総合的な技術開
発に向け、平成22年度は、活断層直近に敷設する強震計の開発進めるとともに、開発するリ
アルタイム地震情報と緊急地震速報に統合するための新たなリアルタイム地震情報の配信装
置や情報の受信・報知するシステムの開発を進める。更に、実証実験の対象となる活断層や
周辺地盤調査を実施する。また、超深層地震観測に適用可能な耐高温地震計の開発に着手
する。
・リアルタイム地震情報システムの高度化に関する研究開発等：43百万円

光ファイバの高度利用や多様な
通信インフラの連携による防災情
報通信基盤の構築

○ 国土交通省 11 8

　これまで光ファイバと多重無線の統合IP化と、優先制御技術などネットワーク運用技術の導
入の検討を進めてきており、平成22年度は、防災情報通信ネットワークを一層堅牢なものと
し、かつ、災害時においても様々なシステムを効率的に運用するため、光ファイバと多重無線
のIP化を引き続き推進するとともに、災害時の施設運用支援の効率化に関する検討及び災害
現場における通信手段確保手法に関する検討を実施する。

洪水予測の高精度化／リアルタ
イムハザードマップの開発

○ 国土交通省
河川事業費の

内数
河川事業費の内

数

　洪水予測の高精度化および的確で迅速な避難を可能とするようなハザードマップの開発を
進めており、平成22年度は中小河川の洪水や内水による浸水等の予測・監視を強化するた
め、浸水センサーや水位計等を活用したリアルタイムの浸水把握技術及び高解像度レーダに
よる降雨データやレーザー計測による高精度な地形データ、分布型洪水予測モデルの流出解
析を利用し、より広域的に洪水・浸水を予測・監視するシステムを代表水系の流域を対象に構
築する。

災害情報共有システム（DISS)の
開発と活用

○ 国土交通省 35の内数 35の内数
　電子国土webシステム及び情報集約マップの機能拡充を進めるとともに背景地図の表示速
度をより高速化することで、利用者の利便性向上を目指す。また、引き続き背景地図の安定
供給体制を継続する。

平成21年度終了の施策一覧 （単位：百万円）

所管 施策の概要及び当該プロジェクトでの位置付け

文部科学省

　南海地震の想定震源域における、高精度な地震発生予測の高度化、東南海・南海地震の
連動性の評価、緊急地震速報や津波予測技術の高度化等に資する効率的・効果的なリアル
タイム観測システムを敷設するため、巨大地震・津波の検知や評価を多角的に行うための多
様な観測データを得るマルチセンサー技術開発、及び、当該システムの広域展開に必要な高
電圧給電システムの技術開発を行う。（平成22年度以降は「地震・津波観測監視システム」の
中で行う予定。）

国土交通省
　災害対応教訓データベースを作成する。これにより、災害情報を震後対応に使うのみなら
ず、平時から災害対応職員の対応能力向上に使用し、以って総合的な震後対応能力の向上
を図る。

蓄積された災害情報の活用 0

施策名 平成21年度予算額

次世代地震・津波観測監視システムの開発（う
ち、地震・津波モニタリングシステム高度化）

30
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プロジェクト名：情報通信技術を用いた安全で効率的な道路交通システムの実現

プロジェクト概要

進捗状況

　本プロジェクトは、情報通信技術を活用し、人と道路と車両を一体のシステムとして構築する高度道路交通システム（ITS）をさらに発展させ、その様々な技術の実用化・普及により、道路交通
の一層の安全向上、都市交通の革新及び高度物流システムを実現しようとするものである。都市交通の革新では、安全な道路交通の実現を前提として、車両とエネルギー変換技術の革新、
街作りと一体となった新しい交通体系の構築を行い、多様な交通手段の快適・最適組み合わせの促進を図ることにより、渋滞の解消と二酸化炭素排出量の削減及び賑わいのある街作りを促
進する。一方、高度物流システムの実現では、輸送効率の向上によるコスト低減、輸送の定時性と時間短縮、道路における安全性の飛躍的向上を図る。５年以内に、都市交通の革新と高度
物流システムの実現を図るための具体策とその効果に目処をつける。

概算要求額 前年度予算額1,633百万円 1,615百万円警察庁、総務省、経済産業省、国土交通省、他関係府省

　タスクフォースで策定されたロードマップに従い、世界一安全な道路交通社会の実現では、ITS推進協議会（事務局：内閣官房）を中心に、内閣官房・関係４省庁及び民間企業等が連携して、
インフラ協調による安全運転支援システム（以下、「安全運転支援システム」という。）に関する大規模実証実験を実施した。関係主体が連携した東京での合同実証実験を実施したほか、各地
域の特性を踏まえた地域実証実験についても、順次、実施した。都市交通の革新では、実証実験モデル都市を４都市選定し、タスクフォースにおいて定期的にそれぞれの進捗状況を確認す
るとともに、各省庁や専門家からの助言を行っている。また、関係省庁の進捗状況としては次のとおりである。警察庁は、安全運転支援システムの大規模実証実験を踏まえ、システムの実用
化・普及の促進を図るとともに、平成21年度からプローブ情報の活用による交通の円滑化、物流の効率化及びCO2の削減等を目的とした環境指向モデル事業を実施している。総務省は、関
係機関と連携のもと、路車間通信、車車間通信等における各種無線通信システムの有効性の確認や比較・検証を行っている。経済産業省は、エネルギーＩＴＳ推進事業において、自動運転・
隊列走行技術の研究開発、CO2削減効果評価方法の確立を検討中である。国土交通省は、大規模実証実験を踏まえたシステム検証及び実用化の促進を行うとともに、積雪寒冷地における
路面情報提供や大都市圏における広域な道路交通情報提供に係る実証実験、プローブ情報を活用した道路利用者の更なる利便性向上及び道路施策の効率的な評価を実施しており、さら
に、車両側の技術に関しても、車両のセンサー、車車間通信等によるドライバーへの注意喚起など、自動車側に安全性を向上させる先進技術を導入することで安全性の向上を図っている。な
お、本プロジェクトの推進にあたっては、国のみならず、自治体、民間企業、大学等官民が協力して行うことが重要であり、関係省庁の連携、産学官の連携などを一層進めるための検討を、タ
スクフォースにて実施中である。
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改善・見直し指摘内容（最終決
定）

ヒアリング時における外部専門家コメント（匿名） 改善・見直し指摘内容（原案）

○本プロジェクトは、ITSの関連施策等をフ
ルに活用し、また民間におけるプローブ情
報の共有を進展させることにより、交通の
円滑化による二酸化炭素排出量の削減や
交通利用者の利便等を図る重要な取り組
みである。各種要素技術の開発は順調に
進んでいるが、早期の国民への成果還元
に向けて、制度・社会システムの改革や、
産学官の連携をさらに進める必要がある。
特に平成２４年度に予定しているモデル都
市での実証実験において、上記目標を先
行達成するとともにその成果を全国展開す
ることは急務であり、本施策は優先して実
施すべきである。
（奥村直樹議員）

○路車間・車車間プローブについては非常に加速されつ
つある。今後は、これらのデータや情報を、運輸事業者や
製造業者などに提供方法を検討することで、車両の運行
管理のみならず、輸送管理や貨物管理への利用へと拡
大することが可能であり、これにより社会還元に資する、
よりよいシステムになる。
○プローブ情報の高度化、共有化は集約してやることに
よってさらに効率的に成果が得られるのではないか。
○プローブ情報については、情報の収集、その集約、さら
にその多面的な活用を図る、といういろいろな切り口で実
証検討を進める必要がある。各省庁が計画しているテー
マに対して、どれかひとつだけ取り上げれば充分ではな
いかとの指摘があったが、所掌に応じて異なる側面の実
証を重点的に行おうとしているのであるから、単純にひと
つだけに絞ってしまうと重要な側面が抜け落ちてしまうこ
とが懸念される。むしろ、タスクフォースやプロジェクト会
議の場を通じて、これらの取り組みを密に連携させ、全体
として過不足なく一体的に進められる土俵を作り上げてい
くべきである。
○少し情報を足せば緊急時の情報発信も可能ではない
か。いろいろな活用も視野に入れて頂きたい。
○プローブ情報を応用して具体的な利用に結びつけてい
くためには、それぞれの技術を社会的にどこまで実用化
するのかという目標の特定が必要。

優先

ヒアリング時における有識者コメ
ント（有識者議員名）

○本プロジェクトでは各種要素技術
の開発は順調に進んでいるが、モ
デル都市での実証実験やその後の
普及展開に向けて、制度・社会シス
テムの改革や、産学官の連携をさら
に進める必要がある。（奥村直樹議
員）
○情報の共有化と活用の促進は、
ITSの基幹であり、特にプローブ情
報の共有化は省庁等の連携をこれ
まで以上に強化すべきである。（奥
村直樹議員）
○将来における導入方策として、な
るべく早い時期に実証実験における
考慮すべき項目の検討や導入に際
し関連する現行制度の検討等を行
うべきである。（奥村直樹議員）
○将来民間業者がサービスに参入
して内容が充実しやすくなるよう、標
準化を図るなど取り組みの工夫を
期待する。（奥村直樹議員）
○プロジェクト会議等で関係省庁の
技術的なスペック等を見据えつつ、
各省庁の施策が集束するよう連携
をさらに進めるすべきである。（奥村
直樹議員）

優先度判定

見解
（原
案）

見解
（最終
決定）
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個別施策一覧 （単位：百万円）

新規 継続

高度道路交通システムによる環
境指向モデル事業の実施（プ
ローブ情報を活用した交通管制
システムの高度化）

○ 警察庁 297 266

　プローブ情報を活用して、交通の円滑化、物流の効率化及びそれらによるＣＯ２の削減等を
推進するため、光ビーコンを活用したシステムの在り方を検討し、車両運行管理や信号制御
の高度化を実現することを目的としている。
平成22年度においては、21年度事業の効果測定を行うとともに、信号制御及びＶＩＣS情報の
高度化のためのプローブ情報に求められる要件検討等を行う予定である。

低炭素社会の実現に向けたITS
情報通信システムの調査及び実
証

○ 総務省 150

　低炭素社会の実現に向けて、ＩＴＳ情報通信システムの共通化・高度化により、交通渋滞の
削減に資する効率的な交通情報収集・配信の実現を図る。具体的には、事業者が個別に収
集・配信しているプローブ情報の共通化をすることで情報を集約及び共有を図り、それを使っ
た最適な経路案内の有効性を実証する。また、時々刻々と変化するアクセル、ブレーキ等の
多くの情報を収集可能とするため、車内ネットワークと携帯電話等の通信ネットワークを組み
合わせたプローブ情報の効率的な収集が可能なシステムを構築し、二酸化炭素の排出量削
減効果を実証する。

エネルギーITS推進事業 ○ 経済産業省 976 1,085

　渋滞解消、車両走行制御等によって省エネルギー・温暖化対策を効果的に図ることができる
ITSの実用化及び普及を促進し、運輸部門のエネルギー・環境対策を進めるため、以下の事
業を行う。
①後続車両の空気抵抗を減らすことにより、燃料消費及びそれに伴うCO2排出量の削減を目
指す隊列走行技術を開発する。また、相互の車両が協調しながら走行することで、渋滞解消
を実現することを目指した自動運転技術を開発する。
②ITSの導入によるCO2削減の効果を正確に評価することができる手法・技術を開発するとと
もに、欧米諸国と調整を図り、国際的に共通した効果評価方法を策定する。
③各自動車メーカーや各運輸事業者が独自に収集しているプローブ情報を集約し配信する技
術を確立し、プローブ情報の共有化を目指す。

実施体制：NEDO、研究開発費：883、消費税：44、研究開発管理費：49

ITSによる安全で効率的な道路交
通システムの開発・実用化・普及
の促進

○ 国土交通省
道路整備費の
内数

道路整備費の内
数

　ITSを用いたスマートウェイサービスの実展開として、高速道路を中心として路側機を全国に
配備し、新たなサービスを展開する。また、民間でのITS車載器の普及や新たなアプリケーショ
ン開発を支援するため、多くの事業者が共通して利用可能な仕様や仕組みを整備する。
　プローブ情報を活用した広域経路選択等の情報提供サービスに関する評価・検証等を行う
とともに、モデル都市におけるITSを活用した情報提供サービスの具体化について検討する。

先進安全自動車（ＡＳＶ）プロジェ
クトの推進

○ 国土交通省 150 99

　見通しの悪い交差点等における危険事象に対応する通信利用型の安全運転支援システム
の実証実験を実施し、安全上の観点から課すべき技術要件や試験方法の策定等を行う。ま
た、本格普及に向けて運転者の受容性確保等の観点から、運転者への警報等の伝達手段に
関する検討、測位精度が十分でないときの情報提供のあり方に関する検討等を実施する。

H21年度予算 施策の概要及び当該プロジェクトでの位置付け
概算

要求額
施策名

登録区分
所管
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新規 継続
H21年度予算 施策の概要及び当該プロジェクトでの位置付け

概算
要求額

施策名
登録区分

所管

地域交通、物流の革新を促す新
たな低炭素実用車両の開発促進

　○ 国土交通省 60

　平成２２年度においては、先駆的な取組みを志向、計画している地方自治体を選定。地方自
治体、自動車メーカー等の協力の下、社会実証実験を実施　（車両の評価、最適利活用方法
の検証、充電施設、走行レーン等利用環境・走行環境の整備手法の検証など）。また、車両の
安全性評価等を実施する。
社会実証実験は、平成２３年度も継続した後、得られた知見・データを元に平成２４年度まで
に、開発・実用化指針、利用環境整備指針の策定、新型車両の試作、実用性・汎用性の検証
を実施し、新たな車両の開発・導入、地方自治体における新たなまちづくりを後押しし、「パー
ソナルモビリティや地域物流の分野のＣＯ２削減を実現」することを目指す。

●最適車両像、車両技術基準・指針策定等に係る経費：2 6、●調査研究に係る経費：57 4

平成21年度終了の施策一覧 （単位：百万円）

所管 施策の概要及び当該プロジェクトでの位置付け

内閣官房

　2010年度からの安全運転支援システムの実用化に向け、事故削減やシステムの普及に効
果的なインフラの設置場所やスケジュールについて、関係省庁との調整や、欧米での実用展
開の動向、有識者など第三者の知見も踏まえて政府としてのガイドラインを策定するとともに、
普及促進に向けて国民の意識醸成を図る。

総務省
　路車間通信、車車間通信等における各種無線通信システムの比較・検証を行い、平成22年
度における安全運転支援システムの実用化及びこれ以降の全国展開を目指す。

142
安全運転支援情報通信システム実用化のため
の調査及び実証

安全運転支援システムの実用化に向けた普及
方策等に関する調査研究

施策名 平成21年度予算額

23
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